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資料―５ 基本合意書 
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資料―６ 事業事前計画表（概略設計時) 

1．案件名 

マラウイ共和国 

国道 1 号線南ルクル橋架け替え計画 

 

2．要請の背景（協力の必要性・位置付け） 

 

マラウイ共和国（以下「マ」国）政府は、貧困削減手段として持続可能な経済成長とインフラ整備

により経済成長を確保するために、今後 5 年間（2006 年 7 月～2010 年 11 月）の「マ」国における包

括的戦略として、2006 年に「マラウィ成長開発戦略（Malawi Growth and Development Strategy:MGDS）」

を策定した。MGDS は、「6 つの重点分野」と「5 つの主要テーマ」から構成されており、目標達成

に至る戦略と中長期達成目標を示している。MGDS 構想における道路セクターの戦略としては、「マ」

国の現在の道路交通の必要性を満たすために、主要な回廊において安全で効率性が高く、経済的な交

通サービスを確立することに焦点が当てられている。 

国道 1 号線は、タンザニアとの国境の街、ソングェからモザンビーク国境マルカまで続く、「マ」

国を南北に縦断する全長 1,108km の基幹道路である。国道 1 号線は、国内物流において重要な役割を

担うばかりでなく、タンザニア、モザンビーク、ザンビア、南アフリカとの物流を支える国際幹線道

路としての役割を持つと言われている。 

既存のルクル橋（新橋は“南ルクル橋”と称す）は、国道 1 号線上に位置しながらも一車線であり、

交通及び物流のボトルネックとなっている。また、同橋梁は設置から約 30 年が経過した仮設構造物

（ベイリー橋）であり、老朽化が進行している。さらに、ルクル橋下を流れている南ルクル川は、現

架橋位置から上流側 30m の所で支川ルラ川と合流しており、このルラ川からの多くの転石と流木が

ルクル橋の周囲に堆積している状況にある。 

このような状況の下、「マ」国政府は既存橋に代わる新橋の建設につき、わが国に対し無償資金協

力を要請した。 

 

3．プロジェクト全体計画概要 

(1) プロジェクト全体計画の目標 

・国道 1 号線沿線の地域において、円滑で安定的な交通が確保される。 

・裨益対象の範囲及び規模：直接的には「マ」国全国民（1,320 万人）、間接的にはタンザニア、ザ

ンビア諸国民（5,668 万人）。 

 

(2) プロジェクト全体計画の成果 

ア 新橋及びその取付道路、護岸が建設される。 

(3) プロジェクト全体計画の主要活動    

ア 新橋及びその取付道路を整備する。 

イ 洪水対策としての護岸工・護床工を整備する。 

ウ 建設後の維持管理体制を確保する。 
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(4) 投入（インプット） 

ア 日本側： 無償資金協力 8.87 億円 

イ 「マ」国側 

・本無償資金協力案件の実施に係わる負担額：1012 万円 

・本無償資金協力案件対象施設の改修後の維持管理経費：年平均 251 万円 

 

(5) 実施体制 

主管官庁：運輸・公共インフラ省（MOTPI） 

実施機関：道路公社（RA） 

 

4．無償資金協力案件の内容 

 

(1) サイト 

「マ」国北部ルンピ地区 

(2) 概要 

南ルクル橋及びその取付道路、護岸・護床工の建設 

 

(3) 相手国負担事項 

① 家屋撤去／移転 

② 用地取得 

③ 土地借地 

④ 全般的な工事区域の監視 

⑤ 既存橋の撤去 

⑥ マラウイ政府関係者による監督 

⑦ 銀行手数料 

(4) 概算事業費 

概算事業費 8.97 億円  

（日本側負担 8.87 億円、「マ」国側負担 0.1 億円） 

 

(5) 工期 

詳細設計・入札期間を含め約 25.5 ヶ月（予定） 

 

(6) 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 

・橋梁計画に際し、用地取得・住民移転を最小限に抑える。 

・既存橋周辺では通過する運転手に対し周辺住民等により作物等の販売を行っており、本施設建

設後は商業機会を逸することになるため、取付道路に駐車帯を設け、商業機会を維持する。 
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5．外部要因リスク（プロジェクト全体計画の目標達成に関して） 

 

・「マ」国内の政情・治安が悪化しない。 

・想定外の大洪水、大地震等の自然災害が発生しない。 

 

 

6．過去の類似案件からの教訓の活用 

なし 

7．プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

(1) プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

成果指標 現状の数値（2009 年） 計画値（2012 年） 

橋梁通行可能な車両重量の増大 
16.3 トン 

（設計荷重） 
43 トン 

平均走行速度の上昇 10km/h 60km/h 

(2) その他の成果指標 

  特になし。 

(3) 評価のタイミング 

2012 年以降（協力対象施設竣工後）。 
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資料―７ 収集資料リスト 
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